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   監査結果に基づき市長が講じた措置の公表 

 平成２９年７月１０日付け監査第１５号の監査結果に基づき市長が講じた措置につい

て通知を受けたので、地方自治法第１９９条第１２項の規定により、当該通知に係る事

項を次のとおり公表する。 

№ 指 摘 等 の 内 容 措 置 状 況 

１  小田原市学校給食会補助金の事務に

おいて、額の確定に係る事務を行ってい

なかった。（学校安全課） 

 当該事務については早急に処理し、補

助金の額の確定を行った。 

 事務処理に当たっては、基準や要綱等

と照らし合わせ、確認しながら進めてま

いりたい。 

２  職員駐車場としての行政財産目的外

使用許可を平成２８年４月１日から１

年間としているが、条例の規定により１

年分の使用料を使用期間の初日から起

算して３０日以内に納入させるべきと

ころ、納期を平成２８年４月２８日及び

平成２８年１０月３１日の２回に設定

していた。（環境事業センター） 

 条例では使用料については月額とさ

れ、また、使用料は還付しないとされて

いることに鑑み、臨時職員の雇用形態

（６ヶ月）から半年ごとに納期を設けた

が、行政財産目的外使用許可の期間を雇

用形態にあわせた期間に改めることと

する。 

３  表敬用の手土産を交際費ではなく需

用費で購入するなど、不適当な科目によ

る支出が見受けられた。 

（企画政策課） 

 今後の執行にあたっては、その性質を

見極めて、適切な科目により支出する。 



４  前回監査で契約書約款に定められた

現場代理人の選任等の通知の未受理に

ついて指摘したところ、平成２８年度は

約款に従い確実な受理を実施するとの

措置状況の報告を受けたところである

が、提出を受けていなかった。 

（環境保護課） 

 平成２８年度の定期監査による指摘

を受けて以降に契約を締結したものに

ついては、現場代理人の選任が必要な契

約は、契約の締結とともに現場代理人選

任届の提出を受け、現場代理人の選任が

必要でない契約は、契約書の約款から現

場代理人の条項を削除して対応してい

る。 

 


